


























































ラップ訴訟対策の方法としては、訴権濫用論のほか、 「現実の悪意」という実体法理を民事名誉毀損訴訟（民法七〇九条）に取り込むのか否か、あるい 、スラップ被害防止法を制定して手続的に規 べきなのかは整理し おく必要がある。　
ところで、仮に、スラップ被害防止法が、実体的な憲法法理である「現実の悪意」法理を手続法に受容したもの






















不法行為訴訟を提起するものである。よく引用される典型例は、開発業者が、邸宅エリアの近くで商業施設の建設を計画し、市民グループがその開発に反対し、公聴会に出席し、手紙やステイトメントを関連する市当局に提出し、あるいは、手紙を地方紙の編集者に送付したことに対し、開発業者が、市民グループや個人をターゲットとして名誉毀損や契約干渉など数々の不法行為を主張 て訴訟を提起するというものである。この場合、開発業者は、証拠開示や様々な申立を行い 手続を引き延ばし、ターゲットに過度の負担を強い 数年間の訴訟の後、 は、裁判で結果的に勝訴するが、同訴訟 防御に費やされ コス 、ストレス、時間 コミュニティーや市民グループを仲間割れさせたり、その負担ゆえに、メンバー エネルギーや財政的リソースを搾り取り、未来の反対活動を断念させる結果を帰結する。開発業者にとってはビジネス上のコストと考えてい リソースによ 効果的に市民グループの公的政策決定への参加を挫いてしまい 表現の自由、請願権を行使 たために市民グループを処罰するということになってしまうのであ　
スラップ訴訟は、 （一） 政府活動や政策に影響を与えるためになされたコミュニケーションに関係する、 （二） 民事


























にしたところ、同人から名誉毀損に基づき損害賠償として金一〇〇〇万円の請求等がなされた。本件の最大 争点は、売春防止法違反で検挙された事実の存否であった。東京地裁は、 「内閣総理大臣は内閣の首長として行政権を掌握する立場にあり、その経歴、思想及び言動が政策判断に少なからぬ影響を及ぼすことから多大な国民の関心を受けるものであるところ 前示認定の事実によれば、本件各記事は、現職の内閣総理大臣の前歴、 数の女性問題及
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訴訟（東京地判平成三年一一月二五日判例時報一四一九号七八頁） （請求棄却） 、④参議院議員 新聞記事に対する名誉毀損訴訟（東京高判平成六年七 一 五 二 三六 控訴 、一部認容 維持） 一審は、東京地判平成四年六月一五日 例時報 四三四号九四頁） （一部認容） ⑤衆議院議員（元郵政大臣）の新聞記事に対する名誉毀損訴訟（東京地判平成六年七月二 日判例時報一五三三号七一頁 （一部認容） ⑥衆議院議員（副総理兼外務大臣）のニュース放映に対する名誉毀損訴訟（東京地判平成八年七月三〇日判例時報一五九九号一〇六頁） （一部
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2（（（（6（6 ） ） （一部認容） 、⑲衆議院議員 （内






















































いる海外生産工場において劣悪で過重な労働が行われていることを黙認しているとの記事を掲載した出版社が、同会社から名誉毀損等で金一億一〇〇〇万円の損害賠償等を求められた。東京地裁は、 「原告らは、日本を代表する事業者の一つであると認められるところ、本件記事及び本件書籍は、原告らの店舗やｑ九製品 生産現場における労働環境の実情について報道したものであることが認められ、これは原告 の置かれている社会的立場等からすれば社会的関心 高い事実であるといえるから、本件記述一ないし三は、いずれも公共 利害に係る事実につき、公益を図る目 をもって執筆されたものと認められる」とし、結論として、 「本件記述一及び三の摘示 及び推論の前提となる事実の重要な部分が真実である 判断したことには相当の理由がある」 「また、本件記述一及び三の部分の表現が、人身攻撃にわた というような、推論としての域を逸脱した表現にあた ということもできない」と判示して、損害賠償請求を棄却し 。また、控訴審である東京高判平成二六 三月二六日・判例集未搭載（T
K
C
2（（0（6（（ ）も、 「過重労働を放置している可能性がある」 、 「労働環境に無関心である」という印象は、 「事実
としての具体性に欠け、意見や感想に近 もの って、証拠等をもってその存否を決することができるも はいえ」ず推論を記載したものであるが、推論が他者の社会的評価を低下させる内容のものであっても、推論 前提となる事実の重要な が真実であるか、真実と信じるについ 相当な理由があり、推論部分の が推論としての域を逸脱しないものであれば 違法性は阻却されると判示して を棄却 。⑤自治体（高知地判平成二四年七月三一日・判例タイムズ一三八五号一八一頁）　
町議会議員が、町議会の内容を町民に報告することなどを目的とする広報紙で高知県黒潮町が実施した入札手続
に不正行為があったとの記事を掲載したところ 黒潮町が名誉及び信用が著しく された ど 主張し、
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して、将来、市民が同様の活動を行うことを挫くことである。スラップ訴訟の提訴者は、裁判で勝訴することを期待していない。これらの訴訟に請求実体がないにもかかわらず、提訴者の活動や利益に公然と反対する市民に対して、コストや時間を浪費させることにより、公的参加や表現に対する萎縮的効果を伴っている点が問題なのである。もっとも、論者は、市民活動に反応して提起されたすべての訴訟がスラップ 訟であると提案するものではない。スラップ訴訟は、定義上、積極的な侵害を要求していないし、ターゲットを黙らせることは、単に訴訟を宙ぶらりんにより達成できるので 現実的な勝訴の可能性がないにもかかわらず、スラップ訴訟であるこ を隠 ため、名誉毀損、ビジネス上の不法行為など様々な訴訟原因をあげてくるため、スラ プ訴訟を発見するこ に困難を伴う。市民活動が保護された「公的対話（
public 
discourse ） 」の範囲を超え、名誉毀損、各種不法行為を構成する場合も
























































ni 基準とは、 「不実の例外」を除き、 「公務員に影響を与え
ようとする協調行動を、その意図ないし目的にかかわらず、反トラスト法 ら保護するも 」であり 不 例外」は、当事者の「意図」 、 「善意」 、 「悪意」 、 「目的」 、 「動機」 、 「不実」などの主観的要素を問題とせず、単純かつ客観的な基準 して、ターゲットの請願活動が自己に有利な政治上の 活動（
action ） 」 、 「結論（
result ） 」 、
「成果（
product ） 」 、 「結果（
outcom
e ） 」を獲得することを指向している限り保護される。スラップ訴訟対策の文脈



















































































なお、スラップ被害防止法の保護範囲に関し、 （ⅰ） 保護される行為が限定された立法（第一類型の立法） 、 （ⅱ） 保





可申請者により提起された訴訟に限定する場合（ニューヨーク州） 、準司法手続における公開審理 公開集会 関
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、 「公的参加及び請願に関する活動」とは、 「 （ｄ） 公的関心の争点に関連して、公衆やパブリック・フォーラム




















がこの方法を採用し おり カリフォルニア州のスラップ被害防止法は、前記 とおり「合衆国憲法ないしカリフォルニア州憲法の下で、公的争点と関連して、その人物の請願権ないし表現の自由権を促進する上で その人物のあらゆる行動から発生したその人物に対する訴訟原因は、もし、その訴訟において原告が勝訴する蓋然性が存在す ことを原告が証明したと裁判所が決定できなければ 特別 訴え却下申立（
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者に請求実体のある「勝訴の蓋然性」の証明 義務づけている。カリフォルニア州のスラップ被害防止法は、公的争点と関連して、その人物の請願権ないし表現の自由権を促進す 上でのその人物のあらゆる行動から発生したその人物に対する訴訟原因につき、 「もし、 そ 訴訟において原告が勝訴する蓋然性が存在することを原告が証明したと裁判所が決定できなければ、特別 訴え却下申立（
m





































































スラップ被害防止法の制定に全米が賛成しているわけではなく、連邦レベルでのスラップ被害防止法が未制定である。また、スラップ被害防止法は、州により異なり、統一的な法典は存在しない。アメリカ合衆国の民事訴訟手続とわが国の民事訴訟手続や損害賠償法制も異な 、と わけ、名誉毀損訴訟における損害賠償額が比較的に低く、懲罰的損害賠償制度を持たないわが国においては、スラップ訴訟の内包する脅威は、アメリカ合衆国と べ格段の差が存在する。しかし、わが国においても、前記のようなスラップ訴訟が多発していることから、スラップ訴訟対策が必要であることは間違いない。特に、政治家によるマスメディア 対する名誉毀損訴訟対策は喫緊の課題であろう。　
しかしながら、アメリカ合衆国とわが国の法制度や法文化の相違を考えると、外国の法制度・理論を単純にわが










「アメリカにおけるＳＬＡＰＰ訴訟の動向 （一） ～ （三・完） 」法律のひろば一九九七年四月号六〇頁、同五月号六八

































賀陽・前掲 （注１） ⅷ～ⅸ、同旨・瀬木・前掲 （注７） 三一頁。藤田・ （注２） の （完） 一四六頁も、 「日本もまた意図的、戦略
的に言論を封じ込めようとする訴訟を防止する何らかの法制度を導入すべきであろう」と主張している。
（




















16）なお、被告は、 「現実的悪意の法理」を主張したが、大阪高裁は、 「実定法上の根拠がないにもかかわらず民法七〇九条の要件を加重するものであるにとどまらず」 、相当性の法理によ 個人の名誉の保護と表現の自由 保障との調整を図っているものであり、 「右要件を超えて虚偽であるかどうかを全く無視する態度で虚偽の事実を公表した場合にだけ責任を負担すると解することは、個人の名誉の保護を疎んじ、表現の自由 過大に保障する結果となってその均衡を失すること な からして、採用し難い」と判示している。
（
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